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【司会】

近年、法の支配、司法権の確立の重要性が、開発援助の分野で活発に議論されてい

ます。ＪＩＣＡ事業におきましても、ヴィエトナムにおける法整備への支援等の活動

が注目されています。本日は、欧州復興開発銀行法務部の弁護士、佐藤安信先生を講

師としてお迎えしまして、ＥＢＲＤ（欧州復興開発銀行）の知的支援、特に法整備に

おける支援、その経験と教訓について講義をしていただきます。

佐藤先生は以前、ＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）、ＵＮＴＡＣ（国連カン

ボジア暫定統治機構）でそれぞれ法務官、人権保護官として活躍されておりました。現

在は、欧州復興開発銀行の法務部で、弁護士としてお仕事をされております。また先

生は学術面でも、ハーバード・ロー・スクールを修了された後に、私法、公法を問わ

ず、広い分野で研究活動を活発にされてきておられます。それでは、佐藤先生よろし

くお願いいたします。
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欧州復興開発銀行の知的支援

－中央アジア諸国の法整備における協力－

欧州復興開発銀行法務部　弁護士

佐藤　安信

今日は朝からお忙しいところを、わざわざ来ていただきまして大変ありがとうござ

います。こういった機会を作っていただけて、非常に感謝しておりますし、できる限

り、皆様のご期待に応えられるようなお話をしたいと思います。しかし、何しろまだ

まだ未熟者でして、あまり大したことはできないのではないかという不安もあります。

そういう意味でも、私自身もまだ移行期というか、発展途上にございまして、皆様か

らのインプットをいただき、私なりに今後、日本との関係の中で役立てていきたいと

思っております。そういったご趣旨で本日のセミナーをご理解していただければと思

います。

なぜ私自身がＥＢＲＤに行って、法制支援をやっているか、ということをよく聞か

れます。いまご紹介にあずかりましたように、もともと国連の難民関係の実務とか人

権関係、ＵＮＴＡＣでカンボディアに行っておりました関係で、そういったことを

やっていたのが、なぜ国際金融で、しかも法律整備をやっているのか、ということを

よく聞かれます。その点からお話をさせていただければと思います。それは、いまやっ

ております活動の背景というか、基本的にその目的の部分にもかかわってくることで

すので、まず、ＵＮＴＡＣでの経験から得られた教訓についてお話しします。これに

ついてはすでに、1995年10月にＪＩＣＡ「国際協力研究」に事例研究として載せてい

ただきました。

カンボディアのプノンペンから北に95kmくらいのコンポンチュナンという町で、人

権担当官ということで、この州の人権を監視し、また人権侵害があったときに、その

捜査をし、また人権に関する教育をするというポジションに私はあったわけです。そ

のときに、ある女性が文民警察官の目の前でトラックにひき殺されまして、そこの家

族が、犯人がもうわかっているということで、訴えに来たわけです。しかし、これは

当然ＵＮＴＡＣの任務外のことですので、民事不介入というか、パリ和平協定では関

係ないことだからということで、お引き取り願ったわけです。

しかし、その家族は納得しなかったわけです。というのも、その犯人が、その地区

の知事に関係する人で、とても損害賠償請求はできないということだったのです。Ｕ

ＮＴＡＣからも見放された家族はどうしたかと言いますと、山にこもっているポルポ

ト派に助けを求めまして、そのポルポト派の将軍から、「1週間以内にこの家族に200

ドルのお金を払わないと、お前を攻撃して殺す」という脅迫状を書いてもらって、そ

の脅迫状1 通で、知事は渋々お金を払ったということがございます。

いま、そのカンボディアでポルポト派の崩壊ということが言われていますが、ある
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意味で皮肉なことに、いま、ポルポト派は逆にロビンフッド的な役割を果たしている

という状況がございます。これはすなわち信頼できる救済手法、法律が十分でないた

めに起こってくる1つの皮肉でありまして、そういった意味から、ＵＮＴＡＣの平和

創造というものは、まずそういう整備ということにも向けられていったわけです。

また、私は人権担当官でしたので、「人権、人権」と言っておりましたし、「国連の

人権条約に加入しなさい」という指導をしたりとかいうこともやっていたわけですが、

私の目の前で、ある警察官が1人の男を殴りつけまして、「この男は、そこでいま万引

きをした」と言うわけです。当然人権担当官として、拷問はやってはいけないことだ

から、とりあえずちゃんと調べて刑事訴追をすればよい、という指導をしようとした

わけです。ところが、その警察官いわく、「自分はこの犯人の生命を助けたのだ。なぜ

俺が怒られなければならない」と言うわけです。万引きなどをして見つかると、もう

住民にリンチにかけられて、ひどいときには吊るし首で殺されてしまう場合も多々あ

るわけです。これはやはり、実際に刑事裁判が機能していないことによる「ストリー

ト・ジャスティス」と言われているものなのですが、こういうものに直面して、単に

いくら条約を批准したり、人権というのはこういう素晴らしいものだということを

言っても、意味がないということをつくづく感じさせられたわけです。

いま1つ、これは私の今回の講義の結論部分にもなると思うのですが、あるとき、女

性委員会というところに行きまして、まさにこれは人権教育ということで、女性の権

利についてお話をしたわけです。そのとき聞きに来られていた女性の方が、手を挙げ

られて質問をしました。「自分の娘は最近ある村の男に強姦をされた。強姦されたのだ

けれども、その男はうちの娘と結婚してくれようとしない。何とかＵＮＴＡＣから

言って、結婚をさせてやってくれ」と言うわけです。私は、結婚というのは両性の意

思に従ってなされるもので、意思に反して結婚は強制されてはならないという話をし

ていたのですが、逆に、「強姦された娘をその男と結婚させろ」ということを求められ

たわけです。初めは自分の耳を疑ったわけですが、よく考えてみると、女性が一人立

ちできないような社会構造の中では、いわゆる「傷ものにされた女性」は、その男と

一緒になるというのが、その女性の最大の救いというか、そういった発想だったよう

です。

また、私のほうから「そういった強姦で子供ができた場合はどうするのか」と聞き

ましたら、子供は仏教の教えでは、たとえまだ生まれてこなくても、堕胎というのは

絶対いけないということを言っていまして、日本から来た私にとってみれば、非常に

衝撃を受けたわけです。

こういう意味で、文化、伝統、歴史、社会を十分理解しないままに法律を作ろうと

すると、非常な困難なり、あるいは逆効果を生んでしまうのではないか、ということ

を実感したわけです。そういったことで、ＵＮＴＡＣは1年ちょっとの任務で終わっ

てしまいました。法整備というか、制度を作って平和を回復していくという今後の課

題を残したまま、後髪を引かれるような思いでもって、ＵＮＴＡＣの仕事を終えて
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いったわけです。

その後、たまたま国際金融関係の事務所に入りまして、途上国のプロジェクト・ファ

イナンス、いま日本では民活とか言われておりますが、そういった仕事にかかわって

おりました。これはダムとか、大きな社会インフラ、そういったものを国家ベース、国

家プロジェクトということではなくて、民間プロジェクトとしてやっていくのです。

すなわち、民間の投資銀行から金を集めて、会社制度を作って、そこに金を流し、い

わゆる政府保証のない民間ベースでやっていく仕事でしたので、その関係の法律には、

それなりの研究が必要でした。

たまたま、ＥＢＲＤで法制支援のための事業に日本から弁護士を求めているという

話を聞きまして、運よくそちらのほうに入れていただきまして、いま、そこで仕事を

しているわけです。基本的には欧州復興開発銀行が担当しております各国々は、東欧、

旧共産圏ですので、旧ソ連を含めまして、いま26カ国になりますが、そちらが民間投

資を誘致し、市場経済移行に向けての努力を支援する際、法的な観点から手助けする

のが、いま私がやっている仕事であります。

では、ＥＢＲＤとはどういうものなのでしょうか。皆さんは大体ご存じだと思いま

すので、あまり詳しくはお話をしませんが、簡単な資料はコピーをお配りしておりま

す。欧州復興開発銀行、「中東諸国の市場経済移行支援のため設立された、最も新しい

ＭＤＢ（マルティラティラル・ディベロップメント・バンク）」（資料1）、これは大蔵

省から出ているＭＤＢについての一般の冊子からコピーさせていただきました。ご存

じのように、1991年に設立されて、いま58カ国の加盟があり、あと欧州共同体、ＥＵ

そのものと欧州投資銀行（ヨーロピアン・インベストメント・バンク）、この60のメ

ンバーがあります。

もともとの発想と言いますのが、1989年にベルリンの壁が崩壊しまして、共産圏が

総崩れになり、いわゆる市場経済に向かうという段階になって、特に西ヨーロッパと

アメリカを含めた国々が、ある意味で非常に困惑したわけです。すなわち、壁が崩れ

てしまえば、雪崩をうって東欧ないし旧ソ連の人が、西欧に難民として入ってくるの

ではないか。そういうことがありまして、当時フランスのジャック・アタリさんとい

う方が一計を案じて、こういった発想をされたと聞いております。そこでの発想では、

開発銀行というよりは、むしろ投資銀行に近いものをイメージしたのです。すなわち、

東欧にしろ、旧ソ連にしても、途上国ではありません。基本的に資源を持っているし、

それなりの技術もあります。何が必要かと言えば、要するに経済のシステム自体を変

革し、その持っていく方向を間違えなければ、当然先進国としてやっていけるところ

なのであるから、開発銀行という形でグラントでもって援助するということではなく

て、むしろ金は自分たちも儲けるということです。西ヨーロッパ諸国自身も投資チャ

ンスであるということで、いわゆる投資機会として考え、投資と市場経済移行という

ものを1 つのセットにしたものが、ＥＢＲＤという1つの機関として誕生したわけで

す。
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ＥＢＲＤの設立条約によりますと、その前文と1条には、まず第一に、旧ソ連、中

東欧の市場経済移行を醸成するということ、次に民間投資を促進することを任務とす

る、とあります。実際こういった任務を遂行するには、当然銀行ですので、投融資を

通じてやることになっております。投融資と申しましても、具体的にはローンを組ん

だり、保証をしたり、資本参加、実際の株式投資をするわけです。ジョイント・ベン

チャーとして株主として入る場合もありますし、あるいは債権引受けのような形で

もって、証券関係の引受けとか、とりあえず、いま資本主義国でやっているあらゆる

投融資手段を講じて、こういった支援をすることになっております。

さらに、世界銀行とかアジア開発銀行とか、他のいわゆるＭＤＢとの違いとしてよ

く言われますのは、ＥＢＲＤは民間投資を促進する観点から、我々の資金の60％以上

は民間投資でやるのです。すなわち、政府貸付けとか政府保証をとった貸付けは、40

％に留めるということになっております。現実にどうなっているかと言いますと、こ

の 5 年間で 80％以上は民間投融資ということになっておりまして、その 70％はプロ

ジェクト・ファイナンス、民活という形になっております。年間、大体125件のプロ

ジェクトをこなしていまして、現在のところまで、ここ5年間で約 400件のプロジェ

クトを抱えており、実際320件の案件については、すでにサインしてコミットしてお

ります。大体金額的には、約60 億イキューという額で、実績を持っております。

こういった民間貸付けをするうえで、我々は低利で貸し付けているのかと言います

と、これがよく途上国の人から騙されたと言われるのではないかと思うくらい、準民

間投資銀行並みの金利を取ります。非常に高金利でございまして、我々としては、こ

れは健全な銀行業務の一環であると考えています。すなわち、ＥＢＲＤというのは移

行経済国の助っ人ではあるけれども、我々も同時に市場経済、資本主義におけるプレ

イヤーであり、よき資本家でもある。そういった意味で、まず、自分たちが金儲けを

します。ですから、はっきり言いまして、お金儲けができない案件にはお金をつけな

いことになっております。ですから、これは厳格な審査がございまして、そういう意

味では、むしろ開発銀行というよりはインベストメント・バンクに近いものとなって

おります。

そこでよく言われますのは、どうしてそんな高金利で途上国なり、開発途上国に貸

せるのかという話があるわけですが、ここがＥＢＲＤのＥＢＲＤたる所以で、要する

に、ＥＢＲＤとしてはいわゆるカタリシスというか、触媒作用における媒体として存

在するのです。自分1人で貸し付けるわけではなくて、市中銀行を巻き込み、市中銀

行ではとれないリスクをとっていくことになっております。ですから、ＥＢＲＤでよ

く言うのは、我々は民間の格付機関からもトリプルＡの格付けをもらっていて、これ

を崩すことはできないということを言っております。

こういったことから、今年の4月の総会で資本金が倍増されることになりまして、現

在100 億イキューから200億イキューの資本金増資が認められております。いま国際

機関は軒並み縮小とかリストラをやっているところであり、これは、非常に特殊な
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ケースだと思うのです。そういう意味からして、国際機関のあり様というものも、ひ

とつこういった方向が新しいのかなという気もいたします。

では、そういったインベストメント・バンクにもかかわらず、一体知的支援とかに

ついては、どういうことをやっているのかということなのですが、設立条約の中に、被

援助諸国が世界経済の一員として、我々の仲間として、対等の経済活動を営めるよう

に技術援助をすべきだ、行わなければならないということになっております。つまり、

資本主義は競争なわけですが、弱肉強食で弱者を切り捨てということになりますと、

これはまさに資本主義の矛盾を露呈してしまうわけですから、ある意味で、そういう

ゲームに参加するために必要な技術を移転するわけです。そういった中で、同じ土俵

の上で経済活動を営み、やっていくということでございます。そういう意味で、我々

にもそういった技術協力をする責務というものがございます。

ちょっと割愛しましたが、ＥＢＲＤのこういった任務の背景には、やはりヨーロッ

パを中心にした非常に大きな哲学として、民主化の促進と人権の伸長、法の支配の確

立という、我々が「政治マンデッド」とよんでいるものがございます。設立条約の1条

にも、多党制民主主義を標榜しない国を支援しないことになっておりますので、独裁

を続けて民主主義を否定するということがあった場合には、ＥＢＲＤとしては、その

資金をストップするなり、貸付けをしないといった手段をとることになっております。

そういった意味でも、人権の伸長とか民主化という点に、側面からサポートすること

になっております。

この点、私自身「人権派弁護士」と言われているように、人権とかに思い入れがあっ

たものですから、まず、ロンドンに赴任して、民主化、人権のための法整備などと言っ

ておりましたら、投資銀行ですので、だいぶ感覚が違っていました。今回は個人的資

格ということでお話をしていますので、とりあえず自由にお話をさせていただきます

が、言ってみれば、そういう時代もあったようなのです。人権とか民主化のための法

整備というか、そういった方向での技術支援というのも、直接的にあったようです。

これはジャック・アタリさんやフランス系の人たちが作ったものですから、そうい

う発想があったと思うのですが、ジャック・アタリさんは金を使いすぎたというか、だ

いぶ無駄遣いをしてしまいました。ご存じかもしれませんが、ヨーロピアン・バンク・

フォア・リコンストラクション・ディベロップメントのことをマーベラス・バンク・

オブ・マーブルズと言われるくらいに、大理石できらびやかに出来た銀行でして、

ちょっとやりすぎではないかということで叩かれました。

基本的にジャック・アタリさんはそれで責任をとって辞めたわけですが、その流れ

で、その当時8 つか9つあった民主化政治コンサルタントというか、そういう政治関

係、民主化関係を担当しているオフィスが潰されてしまいました。いまの 2 代目の

ジャック・ドラジエフさんはＩＭＦから来られた方ですから、できるだけ組織をスリ

ムにしようとしました。ＥＢＲＤの前にはファット・レディという馬鹿デカイ女性の

グラマーなヌードが置いてあるのですが、これをできるだけ細身にしようということ
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で、そういう意味ではプロフィタビリティ第一主義になってしまいました。正直なと

ころ、政治関係、民主化関係という面がかなりなくなってしまいました。少なくとも

私がいる法整備をしているところは、ある程度そういうことが出来るのですが、基本

的には銀行の利益に直接結びつかないことには、なかなか手を出しにくいということ

はございます。

では、知的支援というのはどういうことをやっているのか、その特徴ということな

のですが、ＥＢＲＤの知的支援はテクニカル・コーポレーション、我々は略語で“Ｔ

Ｃ”と言っております。ＥＢＲＤに加盟国が拠出している拠出金以外に、別に技術協

力基金というものがあり、そういったものから出ております。冊子「中東欧諸国の市

場経済移行支援のため設立された、もっとも新しいＭＤＢ」（資料1）のほうにも、技

術支援業務について述べられていますが、ここから各国々から拠出された資金を使っ

て、技術支援を行っております。こういった各別会計の技術協力基金によって仕事を

しておりまして、やはり案件に直接結びつくという意味では、Ｆ／Ｓ（フィージビリ

ティ・スタディーズ）などが割に多いわけですが、各銀行案件を作るうえでの必要な

コストという感じでやっているというのが実情です。

また、それは無償でやるわけですが、案件が実際に成功して、利益が出る段階になっ

た段階で、これを償還してもらうということもやっております。具体的にはどんなの

があるかというと、よくあるのは、ロシアをはじめ、その企業の会計関係です。いわ

ゆる旧共産圏の会計制度は、資本主義の我々の会計制度と全く違ったもので、とても

ロシアの会計制度では、どれだけの資産があって、実際の企業の体質などはわけがわ

からないということで、まず、大手の会計事務所に頼んで、いわゆる会計監査という

か、どういった資産があるかを調べるとか、そういったことを含めてやるわけです。こ

れが結構ＴＣとして入っているようです。

特に中央アジア諸国を考えてみますと、割にまだその案件がなかなか出てきにくい

ということもありまして、もう少し緩やかな感じでやっております。例えば日本人の

方が最近作られたＴＣの案件は、中央アジアの銀行員の研修ということで、日本の国

際金融情報センターとか、こちら側のほうに受け入れてもらって、日本の市中銀行で

しばらく研修をしてもらう、ということもやっております。

また、これはちょっと名前を忘れてしまったのですが、たしかＴＡＭといったと思

うのです。帰国2、3カ月前に、ある日本人の方がやはり作られた案件で、もともとＥ

ＢＲＤにあるスキームなのですが、中央アジアの国で、国家の資産を債務でどうしよ

うもないものを破産させる形をとるのと、これからまだ企業として伸びていくような

ものは別口に残していくわけです。そういった新しい中小企業などを育成していくた

めに、その各経営者と一緒に、経営をサポートするコンサルタントという形で、実際

に中央アジアのその国に行っていただいて、そのアドバイザーになっていただいて一

緒に働く。ボランティアの意味があるのですが、欧米の方を中心に、また日本の方も

入られると思うのですが、いわゆる中小企業などをもう定年退職され経験をお持ちの
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方がリストアップされています。その方々を通じて、実際に日常の経営はどうやって

やっていくのかということを逐一教えてもらう。こういう案件を作ってやったりもし

ているようです。

我々の知的支援というのは、世銀とかＩＭＦなどのようなマクロ的なものまでは出

来なくて、基本的には投資銀行タイプの案件ベースですから、案件に結びつく投資と

しての技術支援という様相を持っております。そういう意味で、いわゆる銀行という

ことですので限界がございまして、私なども、中央アジアのＥＵのオフィスなどに行

きまして、法制支援の話などをしたいと言いますと、変な顔をされて、いつもＥＵの

人がＥＢＲＤに行くと、自分たちは銀行だから何もできないと言われるということで

す。そういう意味では、銀行でありつつ、なおかつ、ある程度その枠を越えたものを

やろうとしているところで、いまちょっとジレンマがあるわけです。

では、実際に法制整備支援はどのように行われているか、ということをご説明した

いと思います。まず、法制度整備支援は、私が行く前から、一応ＥＢＲＤでもいくつ

かやっておりまして、これはいま申し上げたように、投融資事業に直接必要となる法

制の整備ということでやりました。例えば鉱山開発のために鉱山法、鉱山の天然資源

がどこに帰属するのかとか、掘った後誰に帰属するのかとか、税金の問題とか、いろ

いろございます。中央アジアも結構多いのですが、テレコム事業を民営化してやって

いく事業がございまして、まだ民営化する以前に国家貸付けということでやる場合も

あるのですが、いずれにしてもテレコム関係の事業をするためのテレコム法とか、ま

さにその案件の必要不可欠な要素として、技術支援をやっていたという部分もあるわ

けです。

ただ、大体予想がつくでしょうが、やはりそういった形でやっておりますと、非常

にちぐはぐなものになってしまって、いわゆる一般法がないところで、テレコム法だ、

鉱山法だとか言っても、全然機能してないという問題があるわけです。そういう部分

で、もっと総合的にやらなければいけないということは、前々から言われていたよう

です。その関係で1つ注目すべきは、ＥＢＲＤが、担保モデル法を93年から94年にか

けて作ったということです。銀行がいちばん関心のある法律というのは、やはり銀行

が貸し付けるために必要な法律ですから、担保法というわけです。担保なくしてお金

は貸せない。これは民間投資ですから、当然そういうことになるわけです。そういっ

た担保法すら、まだない国が多く、あっても、まだ不十分な国がほとんどです。その

ために、モデルになる担保法の草案を作ったのがＥＢＲＤです。

これは「モデル・ロー・オン・セキュアド・トランザクション」と言いまして、「ジャ

パン・ユーロ・オブ・コーポレーション・ファンド（日本・ヨーロッパ技術協力基金）」、

これは大蔵省がＥＢＲＤに拠出している技術支援の資金ですが、ここからいただいた

お金で作りました。そういう意味では、非常に日本にも関連があるのですが、残念な

がら、日本の法律家は実際に介入していないようなのです。担保法がどういうものな

のかということは、常識的なことでご理解いただければよろしいと思いますが、非常
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に画期的なものということで、法律家の間でも非常に評価されておりまして、世界銀

行なりＩＭＦが何かそういったアドバイスをする際にも、用いられているということ

でございます。こういったものは、また各案件とは別に作ったわけなのですが、これ

は直接にＥＢＲＤの今後の活動に重要だということで、1つの案件として認められたも

のです。

市場経済が移行していく過程で、すでにもう総論段階から各論に入った、というこ

とはよく言われます。まさに法整備においても、一応大まかな法律が整ってきている

ようなのですが、実際には機能していない。これはご推察のように、その法律を運用

するための人づくりなり、あるいは施行細則とか、そういったレベルまでまだ十分に

機能していないということがございますので、そういったことが今後必要になる。こ

ういった前提で、法制支援の特別なチームが出来る必要が出てきたわけです。

その法制支援チームが出来る前に、法律がいかに投資を促進するために必要なもの

かということを、一応分析したものがございます。これが“TRANSITION REPORT”

という、ＥＢＲＤが毎年出しております報告書の中の第6章に入っております。第6章

“THE CONTRIBUSION OF LAW TO FOSTERING INVESTMENT”は、投資を促進する

ための法ということで、非常に詳細な調査をしたうえで、法的な面から各国々を格付

けしたということもありまして、非常に注目されたものでございます。

では、“TRANSITION REPORT”の内容で関連する部分を説明したいと思います。

実際に国際基準に関係する法のルールと、実際に投資に役立つ法律が一体どういう

ものなのかというのを、改めてＥＢＲＤ自身が検証しようという必要がありました。

それには調査をして、それを実際に格付けするという目的があったわけです。

では、一体国際基準に合致する法制度とはどういうものなのか。例えば「法の支配」

と言われているものがあるわけですが、実際に法律によって行政が行われ、法律に

従って紛争が解決されるということです。また、いわゆる経済権と言われているもの

も人権である。例えば所有権と言われるものは、不可侵ということでブルジョア革命

から言われているわけですが、共産圏から移行する段階において、まず、ここの確認

から始めました。実際には、そういった国際基準というものを各条約とか世銀のガイ

ドラインとか、そういったものを参考にして研究したわけです。

実際に投資に役立つ法律ということで、投資にとっていちばん必要なことは何かと

言いますと、やはり内外人の平等というか、外国人だからということで差別がないと

いうこととか、財産権の保障ということで、まさに人権ということなのです。その財

産権を没収するとかいうことであれば、それなりの保障をするということ、また実際

に投資して、その実際の投資をリターンするための法制度とかが必要となります。特

に注意しなければならないのは、日本人の社長を狙った犯罪にありますように、経営

人のセキュリティーも十分整っていないと、実際の投資はできないということです。

もう少し理念的に申しますと、どれだけ法律が明確であって、我々がその法律を入

手できるかということです。実際、その法律の条文自体が明確であって、一貫性があっ
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て、予測可能であるということ、またその法律に実際、民意が反映されているという

ことは、ある意味で法的安定性を担保するものでもありまして、こういったことまで

考慮する必要があるということです。また、実際に法律が行政上どのように機能して

いるか、つまり、行政府がどれだけ法を尊重していて、実際の破産とか、あるいは破

産制度においてどういうように機能したりしているか、あるいは実際にその登記・登

録はちゃんと法律に従って行われているか、という点も重要です。特にその法律が不

明確なところでよくあるのは、汚職の問題ですので、こういった点も考慮しなければ

ならないわけです。

また、司法的にどれだけ機能しているかということで、実際の裁判の独立が問題と

なります。デュー・プロセスと言われているような、公正な裁判が実現されているか

どうか。また、これも重要なことですが、政府に対してクレームを出して、政府の責

任を追及できるかということも、1つの重要な要素になります。

実際の調査結果を4つのコラムにまとめてみます。まず、法律がどれだけ出来てい

るか、どれだけ法律があるかということ、これは客観的にわかるわけですが、こういっ

たものが第1 コラムです。第2コラムは、実際その法律がどれだけ明確、かつ透明性

があって、我々がその法律を入手することが出来るかということです。実際法律が

あっても、秘密の法律だったら意味がないわけです。それが第2 コラムです。第 3コ

ラムは、法律が行政的にどれだけ尊重されているか、登記・登録がすぐに行われるか

とかいうことです。第4コラムとしては、実際に裁判という形で、最終的にその権利

が実現されるのかどうかということです。

以上をもとにレーティングを行い、格付けの結果を出してみました（1995 Transition

Report, table 6.1・資料2）。ここで表示する1から5の数字のうち、5というのがいわゆ

る市場経済、先進国並みの法律ということで、1というのがいちばん駄目だということ

です。チェコ、ハンガリー、ポーランドは上位にあります。一応星印が4プラスとい

うことで、いちばんいいということです。

スロバキアまでいって、大体ベラルース辺りですと、もうエフェクティブネスが 1

です。エフェクティブネスというのは、コラムの3つめです。エクステンシブネスと

いうのは、第1コラムの、法律がどれだけ出来ているかということですが、エフェク

ティブネスというのは、法律がどれだけ明確、かつ入手可能かということと、行政的

かつ司法的にどれだけサポートされているかということです。

中央アジアの国についていえば、カザフスタンが3、1、2と、大体こういうことに

なっております。

ロシアのレーティングが、まさにこの国の状況を表しているのではないかと思うの

です。エクステンシブネス、つまり法律がどれだけ出来ているかというのは4ランク

になっているのですが、実際にそれが機能しているかということになりますと、1とい

うことで、トータルで2というランクになっております。これは投資家の方などのお

話を聞いても、法律はあるのだけれども、すぐ朝令暮改で変わってしまうし、全然そ
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の法律どおりやってくれてないというコンプレイントがあります。調査の結果、まさ

にこれが実証されたということです。

タジクはご存じのように、まだ紛争がありますし、トルクメニスタンもまだ国とし

ても、移行というものに非常に慎重で、まだあまり進んでいないということで、トー

タルが1という結果です。やはり中央アジアの諸国は、ほとんど下位ランクになって

おります。

こういった調査結果を踏まえて、法制支援のプログラムを作っていきました。次に

リーガル・トランジションの説明に移ります。法制支援チーム、リーガル・トランジ

ション・チームと言っておりますが、これは95年の8月に出来ております。私はその

関係の立ち上げから係っておりまして、去年の6月からそういった準備作業、いま申

しました調査などにも携わっておりまして、もう約1年ちょっと経っているわけです。

ちょっと重複しますが、投資をひきつけるための要素としては、もちろん経済的な

安定性、マクロ経済の安定とともに政治的な安定性、また政治的なサポートも必要で

すが、やはり法律と規則の法環境の整備が必要になるわけです。

法整備、法環境というのは、実際にビジネスに関する法律ですが、どういう法律か

と言いますと、やはり所有権に関する法律です。また、担保に関する法律です。担保

を作って、その担保を、こういう担保がありますよと。日本でも抵当権とかは登記し

ないと、対抗できないというのはご存じだと思いますが、実際にそういう登記をする

制度です。また、実際の契約がちゃんと実行できる、契約の執行力という問題もあり

ます。また、国際商事仲裁は契約の実効にもかかわるわけですが、いざ不履行があっ

た場合に、裁判所に持っていくわけです。大体我々が扱っている国では、なかなか裁

判所も十分機能しないものですから、国際的に認められた仲裁裁判所に持っていって、

その判決に従って、その国で実行してもらい、強制執行してもらうことが必要になる

わけです。そこに会社法、破産法、あるいは環境法の必要性があるのです。申し遅れ

ましたが、ＥＢＲＤはグリーン・バンクと言われておりまして、非常に厳しい環境ア

セスメントが求められております。こういった法律整備の関係でも、環境アセスメン

トが入りまして、例えば私は破産法などをやったのですが、コメントが来きまして、破

産をしたときにその破産の財産を分配する際に、まず優先的に、土地を汚染したら汚

染を回復するために使うとか、そういったことまでいろいろと言われて、ややたじろ

いだ覚えがあります。あと、労働法も重要です。

司法的なサポートというのは、司法の独立、裁判官の独立といったことで、これは

もちろん共産圏では裁判自体が非常に行政的な一部だったものですから、まず、そう

いう発想がないということもございます。また、その裁判官以外にも、弁護士のプロ

フェッショナルとしての教育とか、強制執行と先ほど申しましたが、実際に強制執行

するための仕組み、そういったものを作る必要があります。

実際の任務としては、我々は銀行ですので、やはり投資家のイニシアチブをサポー

トするような形で、実際にそれが移行経済にとってプラスになる、その移行経済を促
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進するために必要な法整備をする。これは一応いままで申し上げたことです。具体的

にはどういう目的を持ってやるのかと言いますと、投資環境を向上させるということ

で、銀行が貸付けをできるような案件を作る数を増やしていく。また、実際に経済開

発が順調に進むための法整備、法の支配というものを根づかせるということです。実

際には、その国の担当をしている省庁、大体法務省が多いですが、そちらと協議して、

どういう法制が必要なのかということを協議するわけです。そして、彼らの理解を得

て始めるわけで、まず、国のほうからの要請書が出てこないと、我々としても動かな

いわけです。やはりそれに至るまでには、こちらでかなりイニシアチブをとる場合も

あります。

また、我々がやる仕事はほかにやるところがないということが前提で、ほかにやる

人がいれば、その人にやってもらうということなのです。まず、いかにほかには出来

ないかということで、そういうジャスティフィケーションがないと、我々がタッチ出

来ないということもあります。また、私どもが毎年作っております「カントリー・ス

トラテジー」という、銀行の戦略に従って行うわけで、それと整合性があること、ま

た実際、銀行のどういった案件に、それが今後つながっていくのかということを説明

することが必要です。

最後に、特に法が有効であるために、トレーニングの必要性が言われておりますが、

現実問題として、銀行サイドとしてはほとんどトレーニングには興味がないというか、

実際には難しい。ですから、この辺は後で申し上げますように、ＪＩＣＡベースとか

二国間ベースでやっていただくしかないのではないかと思います。

ＥＢＲＤで実際どういうことをやったかと言いますと、いままで1年間で約28件く

らい、17カ国にわたってやっております。いま、大体8件が実際に動いている。特に

先ほど申した担保のモデル法に従ってアドバイスをしていまして、ハンガリーでは、

その担保モデル法に従って法律が出来ました。キルギスタンでは、9月の半ばに新しい

国会で審議し、おそらく今期中には成立の予定になっております。

具体的には、ロシア、アゼルバイジャン、キルギスタンで破産法などが決まってお

ります。キルギスタンにおいては、後で述べますが、世銀が法律そのものは作りまし

て、ＥＢＲＤはその実施細則を作っております。

では、これからどういうことをするのかということですが、やはり担保法をもっと

進めていくということ、その担保を実際に機能させるための登記制度を固めていくと

いうことです。破産法についても、実際にその破産法が機能することです。実際のと

ころ、まだ十分機能してないというのが現状です。コンセッション・ローというのは、

いわゆる民活プロジェクト・ファイナンスをする際に、政府が投資をする主体に対し

て、この土地を20年間貸すとか、いわゆるコンセッションを与えるわけですが、その

コンセッションを与えるための法律ということになります。特に最近アジアでは、そ

ういうプロジェクト・ファイナンスがだいぶ盛んになってきておりますが、そういっ

た意味で、政府がどうやって民間にそういう投資意欲を持たせて、なおかつ政府のほ



- 13 -

うも利益を得るかということで、その辺の法律の整備も急がれるわけです。

これはロシアを含めて、みんな必要なことなのですが、コーポレート・ガバナンス

というものがあります。会社を創ってから、実際にその役員が会社を動かしていく上

でよくあるのは、どうも会社を自分の私物と勘違いしてしまう場合があります。そう

いう意味で株主総会によるチェックとか、少数株主を保護するとか、そういう制度が

まだ十分ないし、仮に出来ても、それに従って行為するということはなかなか難しい

ということで、そういったガイドラインを作って指導しています。また、証券取引関

係ですが、当然こういった関係の法整備もやっております。その他、各案件ごとで出

てくる法律上のいろいろな不備について、これを法整備案件につなげていくことを

やっております。

ここで具体例を2、3、中央アジアから拾ってみまして、最後に私のほうから提言と

いう形で、皆様方に考えていただきたい点を申し上げたいと思います。

銀行の中でも割に日本人の方は中央アジアを担当している人も多いわけです。です

から、私自身はやはりアジア人ということもありますし、中央アジアを中心に仕事を

始めておりまして、特にキルギスタン、これは450万の小さな国なのですが、ある意

味では、非常に小さいだけにやりがいがあるというか、その効果が出やすいというこ

ともあって、パイロット的にいろいろ仕事を始めております。

担保法については、先ほど申し上げたモデル法をベースに、担保法が今月中には通

るはずで、それが出来た段階で、次に登記を整備するのです。実際に、登記がないと

担保は機能しないわけです。これは皆さんは抵当権とかでご存じのように、登記とい

う形で抵当権を確保しておかないと、それは実際に保護されないわけです。登記所を

作ったりとか、実際にそういうことになりますと、銀行の任務の範囲外になってしま

うということがございます。実際キルギスタンで、「ＥＢＲＤはどこまでやってくれる

のか」と言われて、「一応担保法の登記のＦ／Ｓまではやるけれども、それ以上は

ちょっと難しい」と言っているのです。キルギスタンのほうでは、「コンピューターの

専門家を呼んでもらって、そういうセッティングをしてくれ」と言っているのです。そ

こまでは銀行としては出来ないだろうということで、マルチバイでもって、何か協力

していけないかなということも考えています。このセミナーのまとめでもふれますが、

皆様方にもこの点を考えていただきたいのです

破産法についてですが、これは先ほど申し上げたように、世銀が破産法を作るため

のお金を出して、実際出来たわけですが、こういう法律だけでは、やはり全然機能し

なくて、その施行細則をＥＢＲＤがお金を出して作っております。最近キルギスタン

は民法を日本の資金援助で作ったのですが、民法と破産法との齟齬が生じてしまいま

して、その齟齬を直すための作業が急いで行われております。

また、国際仲裁法については2、3カ月前から始めております。ＥＢＲＤ以外でも、

おそらく国際契約では必ず国際商事仲裁条項を入れるはずなのです。つまり、紛争が

あった場合に、どこで裁判をするかというのはいちばん大きな問題で、こういう途上
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国とか移行経済国ですと、やはり信頼できる裁判所がないわけですから、まず、国際

仲裁地として、大体ロンドン、ニューヨークという所を選びまして、そこでの判決に

従って強制執行に服する、ということを約束するわけです。これを約束しても、実際

にそれを尊重してくれなければ、全く紙屑です。折角作った担保法にしても、実際に

それを無視されれば意味ないですし、契約書にしても無視されれば、全くの紙切れで

す。そういう意味で国際仲裁を十分に尊重して、それに従って執行することを重要と

考えております。これに関しては、特にこういう国際仲裁に関するニューヨーク条約

というのがあるのですが、これが1958年に出来た条約で、いま100カ国以上が加入し

ています。これに中央アジア諸国にも入っていただいて、それに関する必要な法整備

を急いでやっております。

特にこの国際仲裁などでは、ある意味で、司法研修への1つの橋渡しの事業ができ

るのではないかと期待しているわけです。やはり国際仲裁という形で外で判決をも

らったとしても、それを実際に実行するのは国内の裁判所なわけです。国内の裁判所

がそれに、この判決は正しい判決である、というお墨付きを与えて初めて実行できる

わけです。その段階で、いや、こんなものは知らない、自分は見たこともないという

ことでは、全然意味がないわけです。そういう意味で、裁判官とか弁護士の研修も含

まれてくるわけです。実際、そういう裁判官なり、弁護士という司法制度がない所で

は、国際仲裁をいくらやってみても機能しないだろうと思われます。

したがって、我々は国際仲裁法の法律を作って、その関係のトレーニングは出来る

わけですが、それ以上にもっと踏み込んで、一般的な裁判官なり、弁護士なりの教育

ということまでは、やはり銀行の任務外になってしまいます。この辺でも、おそらく

ＪＩＣＡベースなり、二国間ベースでの協調ができるのではないかと考えております

し、あるいはそれを期待してもおります。

ウズベキスタンでは、破産法に関する事業をやはりやっております。若干ウズベキ

スタンでの具体例を申し上げますと、ごく最近のケースなのですが、ＥＢＲＤが株主

となってジョイントベンチャーで、ＩＦＣと外国投資家と一緒に、ウズベキスタンの

法に従って株式会社を創ったわけです。それで事業を展開しようと思いましたら、株

式会社法では有限会社法となっているのですが、破産法を見ますと、設立株主につい

ては、労働債権と税務債権について無限責任であるということになっておりまして、

これではとても投資はできないわけです。実際有限責任ということで、責任が限定さ

れるから、投資家はその資金を投資するわけです。しかしそれ以上に、一旦投資した

ら、もう税金を全部かぶってしまうということになれば、これはとても投資できない

わけです。しかし、その辺が共産圏の方々にはよくわからないようです。

担保法などでよく問題になることですが、実際に機能してないというのは、メンタ

リティの問題もあります。例えば先ほど申したように、抵当権です。家をお買いになっ

て、銀行から金を借りて抵当を家につけるわけです。お金を返せなかったら、当然抵

当権を実行されて追い出されるわけです。これは我々にとって常識的なことなのです
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が、共産圏の人々には、「それは社会的不正義だ。悪い資本家が、かわいそうな債務者

を放り出すとは何事だ」というメンタリティがあるということなのです。だから、法

制度を考える場合、やはり社会的なメンタリティなり伝統、歴史を無視できないと思

うのです。そういう意味で、単に紙を作って渡すということではなくて、本当に現地

に入って、実際に教育という観点からも、考えていく必要が十分あると思われます。

まとめに入りますが、中央アジアから100名、毎年日本に研修生として受け入れて

いるというお話を聞きまして、是非その100名の中に、少しでも法律関係の方も入れ

てほしいと、いまお願いしております。いま申し上げたような観点から、とりあえず

日本の状況を理解してもらって、何か役に立つようなことがあればということで、そ

ういった枠組みに入れていただければと思っております。

これは新しい発想なのですが、中央アジアに特別の法律関係の支援のために、基金

などを作ってもらえたらな、という1つの願望もございます。これはＥＢＲＤがやっ

ておりますセントラル・ヨーロピアン・イニシアチブ、セントラル・エイジアではな

くてヨーロッパでの事なのですが、中央ヨーロッパ・イニシアチブというのがござい

まして、これはイタリア政府が全面的にお金（2億円ほど）を出してやっております。

このイタリアのファンドを、ＥＢＲＤが技術協力のお金でいただいているわけです。

特にそれを使ってセントラル・ヨーロピアン・イニシアチブという枠組みの中で、イ

タリアにある国際開発法研修所というところに一切の研修委託をして、我々がその

スーパーバイズするという形で使っておりまして、中央アジア12カ国の国々で、現地

で研修をしたり、あるいはローマに呼んでやったりとかいうことをやっております。

非常に実務に即していて好評で、こういったものをアジア・ベースで出来ないかなと

思うのです。これは政治的な判断になると思うのですが、イタリアがこれをやってい

るというのは、ある意味で、ヨーロッパにおけるイタリアの復権という目的を達成す

るために、いわゆるオーストリア・ハンガリー帝国の影響のあった国を、彼らとして

当然戦略的に援助しているわけです。そういう意味でも、日本にももし戦略が今後考

えられるとすれば、中央アジアをひとつ、そういった中に入れていただくことはでき

ないかということも考えております。

戦略ということが出てきましたが、最近『日経ビジネス』のほうでちょっと刺激的

な記事が出ました（資料3）。私も中央アジアを中心にいろいろ仕事をしていますと、

やはりかなりの数のアメリカ、ＵＳＡＩＤ関係の案件を見うけます。これはかなり誇

張をしている記事だとは思いますが、確かにそういった戦略的な支援があるのは事実

です。ある制度を導入することによって、彼ら自身の投資環境を作ってしまうという

ことがあります。

例えば、キルギスタンでは証券取引所ができましたが、これはプライス・ポーター・

ハウスがやっておりまして、ＵＳＡＩＤのお金で賄われています。あるいは世銀のお

金を使ったりとか、そういう形で実際に英米の制度を導入していく、という傾向が見

られます。キルギスタンでは、法制支援関係でも20名以上の弁護士が1年以上住み込
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みで、コーポレート・ガバナンスとか担保法、破産法、法律家のトレーニング、そう

いった面にわたって、逐一アドバイスをしております。

最近世銀からキルギスタンの大統領府に入っていったアメリカ人が、もう世銀から

お金が出ないということで辞めていきました。その後、日本人でも入れたいなと思っ

ていたのですが、ＵＳＡＩＤのビシケイク・オフィスの所長がそのまま、ＵＳＡＩＤ

のお金で入ってしまいました。やはり、ああいった小さな国でも、アメリカは非常に

積極的に支援をしております。それが良いか悪いかはまたいろいろ議論があると思う

のですが、基本的には、現実に法制支援というのは、そういった戦略援助のにおいが

してやっているものです。これはもう常識でございまして、ＥＵにしても、イタリア

にしてもドイツにしても、そういった観点からやっております。もちろん、それだけ

ではないということは当然のことなのですが、そういうことが1つのインセンティブ

としてやっているというわけです。

では、日本としてどういうふうにしていったらいいのかということなのですが、今

回私は休暇と仕事を兼ねて帰国しておりまして、日弁連と国際金融情報センターのほ

うでも、セミナーをしました。私の上司であるジェネラル・カウンセルのジョン・テー

ラーは、日本からお金だけではなくて、人ももっと来てもらいたい、と言っておりま

す。つまり、いまＥＢＲＤの中に40人くらいの弁護士がいるわけですが、日本人はも

ちろん私1 人で、アジア人でもおそらく1 人という寂しい状況です。

ＥＢＲＤの経常経費として、出資額は米国に次いで日本2位で、8.5％を出している

わけです。にもかかわらず、700人の職員のうち、日本人はわずか10名ちょっととい

うことです。そういう意味でＥＢＲＤの内部でも、やはり中央アジア等の業務の関連

で、もっと日本から人が来ることの意義を認めているわけです。ある意味でインベス

トメント・バンクですから、非常に効率性を求めるものですから、英語とか文化の関

係からすると、日本人は敬遠される部分も実はあるのです。

ただ、やはり国際的な普遍的なものを目指すという以上は、いろいろなカルチャー

の違い、むしろ多様性をもってする普遍性という意味で、新しい違った文化を背負っ

てきた人間たちを歓迎して、ＥＢＲＤとしては中立的な立場を保つことも必要です。

もちろんＥＢＲＤの戦略や金儲けということが、背後にあるわけですが、それにして

も、一応国際機関としてのステイタスを持ってやるという立場もございます。

最後に日本の可能性ということなのですが、まず、こういったＥＢＲＤの活動以外

にも、法制支援関係事業というのは、いま非常に増えていると思うのです。ご存じの

ようにこれは世銀でも、非常にたくさんやっておりまして、最近はロシアに5,800万ド

ルの法制支援だけのローンを組んでいるようですし、アジア開発銀行でも、最近そう

いった法制支援のほうを研究しておられるようです。ですから、こういった投資関係

のことだけではなくて、多分ＷＴＯのような、いわゆる貿易関係での紛争なども、司

法制度的なもので解決していくという傾向があります。こういう意味でも、日本から

法律関係の方が出ていく必要性は、どんどん増えてきています。
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また翻って刑事関係においても、ご存じのようにボスニア・ヘルツェゴビナでは国

際刑事裁判所ということがございます。そこにはもちろん裁判所ですから、裁判官な

り、検察官、弁護士が必要になるわけです。こういったところに参加している弁護士

はまだいないし、法律家もまだ少ないと思うのです。こういった部分での国際協力に

関して、日本の貢献というのが求められてきているように思われます。

実際に、いま日本ではどういうことをやっているかと言いますと、私自身が絡んで

いるのは、カンボディアの法律家の養成で、これはＵＮＴＡＣから日本に戻ってから、

小さなＮＧＯ、「日本カンボジア法律家の会」を作って、カンボディアに思い入れのあ

る先生方と一緒に、ごく小さな2人の研修生から始めました。当初は日本外務省が出

している国連のお金を使っていたのですが、最近聞くところによりますと、ＪＩＣＡ

ベースに乗りそうだということで、非常に期待しております。

さらにヴィエトナムについては、法務省がつくった財団法人国際民商事法センター

三ケ月元法務大臣や、各企業一流の先生方を中心にして作られた団体があります。2、

3年後には大阪で研修所を作るという発想をされているということを聞きまして、非常

に感銘を受けました。こういったことを、いまヴィエトナムを中心に法務省がやって

いるようです。昨日のシンポでは、今後そういう支援体制が整えられていく必要性を

言っておられました。

では、日本としては一体どうかかわっていけばいいのでしょうか。実際に日本は「戦

略だ」と言って、英米人に対抗して、「中央アジアは俺たちの領土だ」とかいうことで、

日本の制度を導入するのだとかいうことは、まず現実的にあり得ないし、それはやっ

てはいけないことだと思うわけです。日本の特殊性というものを十分考えて、そうい

う支援活動はすべきだと思います。

では、日本の特殊性は何なのかという点なのですが、私もこの点はＥＢＲＤに行っ

てからもずっと悩んでいました。日本人として一体何が有利なのか、何ができるのか

ということで、今回日本に戻ってからも、日本法制史とかいろいろ買って読みあさっ

てみたのです。やはり常識的なことなのですが、明治維新から120～130年の間に日本

が培ってきた経験というものを、何らかの形で役立てていくことがいちばんいいこと

なのだろう、それがいちばんふさわしいのだろうなと思うわけです。

具体的には、日本が近代化の1つの手段として、つまり、不平等条約という中から

立ち上がって、国際社会に仲間入りするために、民法等の法整備を急がなければなら

ないということで、江藤新平が始めた法整備によって、約30年かけて民法が作られた

わけです。その経験を十分分析し、これをノウハウとして蓄積して伝えていくという

ことがあるのではないかと思います。例えば、江藤新平のころはとにかく「権利」と

いう言葉も、日本語にはなかったと聞きます。いまでは権利というのは誰でもわかる

ことだと思うのですが、当時“RIGHT”という言葉を訳そうと思ったら、日本語に言

葉がなかったというように、まず権利意識とか権利という概念がなかったのです。

中国にもやはり「権利」という言葉がなかったので、中国は最近この「権利」とい



- 18 -

う言葉をそのまま日本から輸入して、“RIGHT”の訳語に当てたと聞いております。中

国がそういった状況にあることを考えれば、日本が全く違う文化の中でそれを受容し

ていった経緯というのは、やはりすごいものではないかなと思うわけです。

また、法律そのものが、日本の場合非常に単純です。ある意味で言うと、長い伝統

を持っていないからなのです。例えばイギリスのコモン・ローなどですと、いろいろ

長い判例を調べなければわからないとか、複雑怪奇なものがございまして、フランス

法大綱にしても非常に伝統があるわけです。日本の法律は逆にそういったところのよ

さを取ってきているので、非常に単純明快という部分もありますから、ある意味でそ

れが参考になる1 つのものかなという感じもします。

また、特に法律家が日本に少ないのはなぜかということを聞かれるのですが、やは

り法律家に頼らないというか、あまり訴訟がないとかそういうこともあるのです。国

際仲裁関係の中でも、“ＡＤＲ”（オールタナティブ・ディスピュート・リゾリューショ

ン）という1つの流行語がありまして、いま注目されています。英米流なり、法裁判

ということになると、喧嘩ごしでやるとなかなか解決しなくて、時間がかかって金が

かかります。したがって、できるだけ仲裁官とか調停官が入って双方妥協していく、つ

まり日本的に言えば、「なあなあで収める」ということなのです。この「なあなあで収

める」ということが、日本的だということで批判もされるのですが、いまになって、

「なあなあで収める」でもいいではないか、というわけです。

それがまた最近の傾向として、アメリカなどで、あまりにも訴訟が行きすぎている

ということで、そういういわゆるフォーマルなものではなくて、もっと中へ入って、双

方歩み寄って仲良くしていく、という意味でのノウハウが注目されてきているのです。

それを“ＡＤＲ”とか盛んに言っているのですが、私に言わせれば、日本の実務が大

体そういうもので、大体80％は和解で終わってしまうわけです。実際、裁判所として

はあまり判決は書きたくなくて、できるだけ和解で収めていただいたほうがいいので

す。何しろ、東京の裁判官は1 人当たり300件以上持っていますから、とても判決な

ど書いていられないということで、日本のそういう特殊性もあるのです。ビジネスの

ほうでも、そういうことにあまり金をかけないで、もっと簡便にやれないかというこ

とでの要望もあるようで、その辺でも、何か日本が役立てることがあるのではないか

なと思っております。

中央アジアをはじめ、ＥＢＲＤの管轄区はまだ十分ではありません。よく言われる

のは、日本の投資そのものを見ると、それは長期ベースということです。そういう意

味ではアメリカの法律家がいま、だいぶ先鋒として行っているわけですが、現地の人

に言わせると、かなり押しつけがましい部分があって、逆に何かちょっとほかのいい

仕事があると、中途半やめてしまうという話をだいぶ聞いたりもしております。そう

いう意味で、日本人の投資パターンや、現地の人とのかかわりということからすると、

長期ベースでの投資のほうなのです。法制関係の問題についても、ふさわしいアドバ

イスが出来るのではないかという気がしております。
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最後のまとめとしては、いまの世界の時流の中で、日本の弁護士、裁判官、学者、あ

るいはむしろ企業の法務部に勤めておられる方とか、そういった方がどんどん求めら

れる時代が来つつあると思います。そういったものに備えて、十分に国内での準備を

しておく必要があるのではないかと思います。また、いま申し上げたように、今後Ｊ

ＩＣＡの皆様方がイニシアチブをとってやっていかれることに、非常に期待を持って

おります。

質　疑　応　答

【司会】 佐藤先生、どうもありがとうございました。ここで質疑応答にうつります。

質問のある方はどうぞ。

【質問1】 ＥＢＲＤで法整備支援をやられる場合と、ＵＮＤＰ、ＥＳＣＡＰといった

国際機関の中でそういうことをやられるときのデマケ、国際機関から送られてくる、

そちらから送られるという、要請のデマケみたいなものについてうかがいたいのです

が。

【佐藤】 まさに、その辺が1つの問題にはなっております。世銀をはじめ、アジ銀

もこれから入ってくるでしょうし、ＵＮＤＰは確かにいくつかの国でやっております。

幸いＥＢＲＤがやっている国ではあまり聞かないですが、ＵＮＤＰはヴィエトナムな

どでは法整備支援をやっているようなことを聞いております。いろいろ各機関のそれ

ぞれの任務に応じた法制支援をやっているようでして、特にＥＢＲＤの観点では、

ヨーロピアン・ユニオン、ＥＣ関係のものとかなりオーバーラップしたり、世銀とオー

バーラップしています。したがって、まず、我々が法制支援する際に、各国との協議

と一緒に、その国で活動している法制支援関係の機関とも協議をして、いわゆるデマ

ケをします。そのときそのときでデマケをしています。まだまだ世銀、ＥＢＲＤ、Ｅ

Ｕでもって、具体的かつ全体的にデマケをするという合意までは至っていないのです

が、機関のそれぞれの認識、関心の違いから、ある程度の実際上のデマケは出来てい

るのではないかと思います。

例えば、いわゆるマクロ経済的な分野について、移行経済を進めていく世銀のアプ

ローチからすれば、やはり破産法とかその関連の農地改革法とか、あるいは民営化の

ためのプライバイタリゼーションの関係、必ずしも法律とは限りませんが、割にそう

いう大枠的なものは、世銀関係が得意としてやっているようです。ヨーロピアン・ユ

ニオンの場合には、人権とかそういった観点から、司法整備もやっているようですが、

もう少し一般的な民法とか刑法とか、そういうものも含めてやっているということで

す。ＵＮＤＰについては、私が管轄している中ではオーバーラップがないのでわかり
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ません。ヴィエトナムで聞いているのは、やはりＵＮＤＰのコンサルとして政府の部

内に入って、いわゆる調整官的なことで、いろいろな法制支援のアドバイスを調整し

てやっているということです。つまり、一貫性を持たせるためにやるということで、そ

の中でキー・パーソン的な形でやっているようです。

【質問2】 まず、ＥＢＲＤのある意味で重点国ないしは重点地域という所ですが、例

えばコーカサス山脈を越えて、ジョージアとかアルメニアとかアゼルバイジャンとか

カザフスタンとか、先ほど中央アジアというふうに言われましたが、この辺に対する

ＥＢＲＤの優先順位の置き方とか、あるいは資源の配分というのはあるのでしょうか。

コーカサス山脈から西のほうに比べて、やはり違う地域ですよという意識があるのか、

あるいはそうしたものが統計に出てきているのでしょうか。そうした中でも、資金面

が優先されているのか、技術協力面が優先されているのかという点について、お伺い

したいと思います。

次に、援助調整に関することなのですが、先ほどお話に出たヨーロッパの国のほか

に、例えばイギリスのＯＤＡがノウハウ・ファンドを持っていて、非常に重点的にやっ

ているとか、あるいはＯＥＣＤのセンター・オブ・コーポレーション・フォア・エコ

ノミー・イン・トランジション（移行経済協力センター）がございます。こうしたド

ナー側の調整については、比較的援助の世界では珍しいオファーがいろいろとあって、

受け入れ国側が選べるような環境というのは珍しいわけです。そうした環境が多少な

りともある中で、受け入れ国側が主体的に整備のスケジュールを決めていくとか、あ

るいは比較優位の原則なりを考えて、こうしたものはどこに頼みたいという、積極的

な主体性は見られるのでしょうか。あるいはその辺は伝統的な途上国と同じでお任せ

型で、やれる所がまずやってくださいというのが現状なのでしょうか。これについて

将来どのような見通しをお持ちなのかという点が、2点目の質問でございます。

【佐藤】 まず、第1点のほうからお答えいたします。ＥＢＲＤの管轄国は、先ほど

申したように26カ国あるのですが、重点国という形で特にそういうランク付けはして

おりません。ただ事実上は、やはり案件がたくさん出る国と出ない国がございまして、

これはおわかりのように、どれだけ移行経済が進んでいるかということにも関連して

いまして、案件の出る国がチェコ、ポーランド、ハンガリーという国々です。ただ、こ

れはもうＥＢＲＤは要らないのではないかということで、卒業ということも考えてい

るグループです。

ある意味で法制関係の状況が、案件の問題と関連しております。やはり中央アジア

というのは非常にランクが低くて、なかなか案件ができないということがあります。

つまり、民間投資を優先しておりますので、少なくとも所有権概念なり、いわゆる民

営化された企業の所有権概念がないと民間投資はできないわけです。もちろん外国投

資だけでやる場合もありますが、やはりその国の受け入れ態勢、法制状況も絡んでき
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ますの。そういう意味では、事実上ＥＢＲＤの案件として、中央アジアは案件が少な

くてどうなのかということですが、そこで、バランスとして技術支援のお金のほうが、

比率が高くなってくる。

ざっくばらんに申し上げますと、技術支援のお金はある意味で、日本人の救済策だ

とかいうふうな悪口を言われる場合もあるのです。日本は技術協力のお金を結構出し

ていまして、割に日本のお金は使いやすいのです。つまり、20カ国以上技術協力の資

金を出しているのですが、日本と台湾だけが完全なアンタイドなのです。ほかの国は

みんなタイドあるいは一部タイドです。つまり、その国のコンサルしか出せないこと

になるのです。ですから、なぜ法制支援に日本が拠出しているかというと、ほかには

出所がないという部分もありまして、法制支援だと、いろいろな国のものを持ってき

てやるというプログラムですので、ＥＢＲＤでは日本は評判が非常にいいわけです。

逆に言うと、弁護士としては非常に情けない。つまり、タイドにしてしまうと、日本

のお金は使えなくなってしまう。ですから、日本のソフト部分、知的支援に関する弱

さというのが、実際上あるわけです。

そういう意味で中央アジア、特に日本の大蔵省から来ている理事などは、非常に中

央アジアをサポートする。すなわち、ＥＢＲＤの内部でも開発銀行系と資金銀行系と

か、いろいろそういう派閥争いがあったりするのですが、それと一緒に、やはりＩＭ

Ｆ系、世銀系とありまして、構造調整的な部分もあるのです。日本のほうは産業政策

論的なもので、やはり中央アジアは途上国ではないか、ここはまだトランジションで

はなくて、ディベロップメントの段階である、だから、トランジションの所とディベ

ロップメントの所は分けて、中央アジアをもっと集中的に技術支援をしろ、そのため

に日本は金を出すと言っているわけです。これは個人的な見解ですので、ご容赦願い

たいのですが、そういうふうに私は感じております。

中央アジアの中でもいろいろランクがあると思うのですが、先ほど申したように、

キルギスタン、ウズベキスタン、カザフスタンというのは、かなり一生懸命やってお

ります。法制支援関係もいちばん進んでいますし、これは国の状況にもよると思うの

です。受け入れ国がどれだけそういうことに対する興味を持っているかということが

あるので、トルクメニスタンのように、あまりその移行そのものに関心がない所では

非常にスローですし、タジキスタンのように紛争を抱えている所は、まだまだ現実に

難しいということがいえます。

2点目ですが、英国のノウハウ・ファンドも、法制支援関係ではいろいろ役立ってお

りまして、イギリスはＥＢＲＤの拠出金の中でノウハウ・ファンドから出しています。

こちらは日本・ヨーロッパ協力基金でこれを作ったのですが、実はこれを基礎にして

実際の法律家をコンサルに入れています。法律をドラフトしてもらってアドバイスし

てもらうのには、やはり欧米系の人間が多いのです。

そうすると、やはりノウハウ・ファンドを使ってやることが多くて、法制支援の中

で日本のお金がいちばん突出して大きいのですが、約半分くらいの予算は日本が出し
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ています。その後ＥＵ系のノウハウ・ファンド、ジャーマンの関係とか、あとはオラ

ンダとか、そういう感じで、ＥＢＲＤのほうはバイラテラルではなくて、ＥＢＲＤの

いままで申し上げた任務に従って使うわけです。ですから、もちろんノウハウ・ファ

ンドがやっているところでは、ＥＢＲＤに拠出しているノウハウ・ファンドは使えな

いので、その辺は私たちが案件を挙げて、各政府にこういう案件があるのだけれども

お金をつけてくれないかと言った段階で、それは政府側がセレクトしていくわけです。

ＯＥＣＤも確かにいろいろやっているようです。中央アジアでＯＥＣＤから来られ

た日本人の方といろいろお話をしました。やはりＯＥＣＤのほうが世銀と同じように、

割にマクロ的な大枠でやっておられるようで、まだそういう実施段階のインプリメン

テーションのレベルという話ではないように思われます。ですから、政府と対話、あ

る意味でいうと政策です。キルギスタンでお会いしたときには、農業金融についての

話をしに来たというお話をされていましたし、そういう意味では必ずしもＥＢＲＤと

バッティングはしていません。

確かに受け入れ国側の選択と言われたように、日銀から2年間経済顧問、大統領顧

問で行っておられた田中さんに言わせますと、特にキルギスタンは援助銀座というこ

とになっておりまして、援助の人たちがドッといて、もう政府はつまみ食いをすると

いうことで、そういう援助づけになっているという弊害もあると言われていました。

確かにそういうこともあって、実際、例えば破産法に関して私たちがやった関係では、

ＥＵなども破産法関係をやっていたのです。お互いバッティングをしてしまったよう

で、その後ＥＵのほうはステート・プロパティ・ファンドと言って、いわゆる国営資

産の民営化という中で、資産を分けていく、そういう関係の生産関係をやっていまし

たが、ＥＢＲＤはもっとジェネラルの関係で法律を作るということでやっていました。

お互いバッティングするなり、あるいはお互いに協調するなりというのは、その場そ

の場でやっているという感じです。

ですから、ある意味でそこで売り込みに行くというか、こちらの技術支援のほうが

いいよということを売り込みに行くという部分があるのです。しかし、我々のポリ

シーとしては、先ほど申したように、ほかの機関がやれるところはやらないことに

なっていますので、もしほかのバイラテラルでやるなり、世銀がやるなり、ＥＵがや

るということであれば、我々はやりませんということです。

だから、比較優位という場合、各政府でどのようにそれをコントロールしていくか

ということなのですが、キルギスタンの例をとりますと、大統領府に特に法律関係の

改正に関係するコーディネーション・ボディがありまして、そこに外国人の法律家が

入っています。以前は、世銀から入っていたアメリカ人だったのですが、彼が抜けて

ＵＳＡＩＤの人が入っていまして、その方が我々と交渉する際に窓口になって、いろ

いろアレンジしてくれています。その方々の努力で、少なくとも見通しとして、ここ

3年後には、どういう法律をどういう順序で作っていくか、というスケジュール表もも

らっています。そういう意味では、やはりそういうコーディネイターは必要です。私
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も本当にあのポストが空いたときに、日本人を誰か送りたいと思って、いろいろ探し

たり、関係機関にお願いしたのですが、やはり、そう直ぐにはということでした。し

かし、短期でもとにかく行っていただける方がいたら、是非ＥＢＲＤの枠を使ってで

も送りたいなと思っております。

そういう意味で、今後また私たちのプロジェクトの進展に応じて、できる限り長期

で現地に入って、現地でアドバイスをする人を求めていくことに、確実になると思い

ます。はっきり言いまして、まだそのための玉がないです。欧米人でもロシア語を話

せる人は少ないですし、日本人でロシア語を話せる人はほとんど皆無と言っていいく

らいに、残念ながらいなくて、やはりロシア語ができないと、現地で活動してもらう

のは難しいのではないかと思います。そういう意味で、日本にとってはハンディは大

変なものがあるとは思うのです。

ただ、必ずしもロシア語ができないからといって悲観することはなくて、割に最近

は英語を勉強されている人たちもいます。キルギスタンとかウズベキスタンに行きま

すと、もう1カ月前にはほとんど話せなかった政府高官なども、一生懸命勉強してい

るようで、すごい飲み込みが早いと我々も感心するくらいに英語が上手になっていま

す。ここ1、2 年でもう英語で十分やれるようになるのではないかと思っています。

【質問3】 先生のお話を聞くと、モデル担保法のようなものを作成なさって、それが

制定されているということなのですが、やはり法律家から見ると、すごくペースが速

いなと思います。担保法のような登記制度、あるいは裁判の執行制度の裏付けがなけ

ればないような分野を、そんなに速くやってしまって大丈夫かしらと、いま若干の疑

問を持ったのですが、それに関連する質問なのです。

先日カンボディアに行ったときに感じたのは、法制支援と言っても、これは一体ど

こから手をつけたらいいのだろうということでした。裁判所に行きましたが、設備自

体極めて劣悪で、これで裁判の権威などが保てるのかしらという気もしましたし、法

曹教育をどうやっていったらいいかという問題を考えるに至っては、まず、一般の国

民の遵法意思というか、そういうレベルの教育、さらにもっと上の段階の法曹教育も

やらなければいけないということで、問題は山積しているようで、本当にどうしてい

いかわからないのです。

例えば日弁連としても、どういう形でお手伝いしていいか、本当に難しいなという

ことを感じたのです。そういうカンボディア等の状況を前にして、一体どの辺から手

をつけていったらいいのだろうかということで、先生のご意見があればお伺いしたい

のです。いまのＥＢＲＤのお話をお伺いしていると、どうも基本的な発想は、その辺

の問題は認識しつつも、まずは外国からの投資を受け入れ、多分経済の底上げを図っ

て、その中で全体的な問題を解決していこうということだと思います。だから、多少

の拙速はやむを得ないけれども、まず当初の前提となる担保法などを制定してしまお

うという考えなのか、そういうモデルに則ってやられているのかなと思ったのですが、
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その辺において、先生が考えられるモデルというか、こういうスキームでやらざるを

得ないといったようなお考えは、何かございますでしょうか。

【佐藤】 まさにおっしゃるとおり、混沌たる状況の中で、どこから始めていいのか

わからないというのが、ＥＢＲＤに行ったときの私自身の率直な感想だったわけです。

とりあえずＥＢＲＤの枠ということであれば、当然投資を促進するということですか

ら、そういったレベルで始めるのです。ただ、投資を促進するという観点から入って

も、やはり壁にぶち当たるわけです。

先ほど申し上げたように、担保法を作るには、登記を作らなければいけない。登記

を作ってそれを実際に動かすには、登記所、登記官を作らなければいけない。そこま

でいくと、もう銀行ではなくなってしまうわけです。だから、ＥＢＲＤは投資におけ

るカタリシスという触媒作用ではなくて、こういう技術支援においてもＥＢＲＤがこ

ういうことをやるから、是非ほかの人たちも一緒にやってくれませんかということで、

やはり共同してやっていくということに意味があるのではないかと思います。いま自

分はそういう気がしておりまして、そういう意味でも多分バイラテラルのベースでの、

もっとフレキシブルな、ＵＳＡＩＤにしろ、日本やイギリスのＯＤＡにしろ、それぞ

れのものをもう少しコーディネートをしながらやっていくことが、これからの課題に

なってくるのです。

先ほどのご質問にもそういうことがありましたが、受け入れ国側でも、最近はワー

キング・グループなどを作って、政府部内でのコンセンサスをとりながらやっていく

という方向にあります。これは私たちもそう指導しているのですが、援助国側におい

ても大枠での法制支援について話し合いをしましょうというのは、まだないと思うの

です。法制というのは、やはりある意味で秩序立てて体系立ててやっていかないと機

能しない、というのは言われるとおりで、その辺の必要性は十分感じています。

ただ、日本の法制史を見ますと、私も驚いたのですが、日本の法制整備というのは、

不平等条約を解消するために、とにかくその一念でやったということです。いわゆる

治外法権、外国人が日本で日本の法には服さない、日本で何を悪いことをしても、日

本の法では裁けないという、非常に不名誉なことを何とか解消するために法制の整備

が行われていました初めはもう単にフランス人のボアソナードなど、いろいろな外国

人に来てもらってフランス語を訳してもらって、そのままの法律を移植しようとした

わけです。それだけで20年以上かかったようですが、そういうボアソナードの民法が、

日本の保守派層から、日本の家族制度などに合わないということで反対にあって、結

局執行されずに、2年後にはそれがポシャってしまったわけです。さらに日本の学者が

それをベースに作った法律を採用するということで、とにかく紆余曲折やっているわ

けです。

まずは、やはり外国人に来てもらって、とにかく起案してもらった。ところが、気

が付いたら、やはり自分たちのものとしては使えないということで、相当な無駄をし
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ているわけです。だから、当初は日本でも、外国人が裁判権を持つような制度を導入

しようとしたり、ある意味でナンセンスでいまでは笑い話ですが、時の文部大臣など

は、日本語が難解だからいけないのだということで、教育は全部フランス語にして、日

本を全部フランス語圏にしてしまおうという発想が出たり、そういう非常にラディカ

ルな話もあったのです。

そういう試行錯誤を経てやってきているものですから、体系的にやるからといって、

何も手をつけないでおくのではなくて、とにかくそれぞれの機関がそれぞれの思い入

れでやってきてもいいと思うのです。当面は混沌たる状況だとしても、そういう経験

の中で1つの体系を作っていけるのだと思います。だから、そういう意味でも日本の

ようなフレキシブルなアプローチというか、そういう経験というものが、今後そうい

うコーディネーションを実施していく上で、非常に役立つのではないかなという気が

します。

【司会】 佐藤先生、今日はどうもありがとうございました。これで国総研セミナー

を終わります。皆様、どうもありがとうございました。
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